
今冬の感染拡大に向けた対策の基本的な考え方

✔ 「東京モデルとして強化してきた保健・医療提供体制の枠組みを生かし、都民
一人ひとりの命と健康を守り、感染拡大防止と社会経済活動の回復との両立
を進める」方針の下、新たな行動制限は行わず、先手先手で必要な対策を講
じていく。
※ 都は現状、新レベル分類における「感染拡大初期」の段階にあるが、既にインフルエンザとの同時流行

も想定し、保健・医療提供体制及び感染防止対策の呼びかけについて強化を実施済み

✔ 今後、強化した保健・医療提供体制においても負荷が増大し、「医療負荷増大
期」が視野に入った場合は、都民・事業者に対し、感染防止対策を徹底して慎
重に行動するよう呼びかけを実施する。

✔ 上記呼びかけを行ってもなお、「医療負荷増大期」において感染拡大が継続す
る場合等は、医療ひっ迫を回避するため、外出等の行動は必要なものに限るな
どの要請を行う。



分 類
感染小康期

（レベル１）
感染拡大初期
（レベル２）

医療負荷増大期
（レベル３）

医療機能不全期
（レベル４）

レベルの移行
下記の事象及び指標を目安とし、数値のみで機械的に判断するのではなく、専門家によるモニ
タリング分析や社会経済活動の状況等を踏まえて総合的に判断する

事
象

保健医療の
負荷状況

・外来、入院とも医療
負荷が小さい

・発熱外来患者が急増

・救急外来受診者数が
増加

・病床使用率、医療従
事者の欠勤者数上昇

・発熱外来、救急外来に患者が殺到し重症
化リスクの高い者の即時の受診が困難

・救急搬送困難事案が急増

・入院患者が増加、医療従事者も多数欠勤

・感染者を発熱外来や救急外来で対応
しきれず、通常医療を大きく制限

・医療従事者の欠勤と相まって医療が
ひっ迫

・救急車の要請に対応できない

・療養中の死亡者が多数発生

社会経済
活動の状況

・欠勤者が増加
・多数の欠勤者で業務継続困難な事業者が

発生
・欠勤者数が膨大で社会インフラの維

持に支障

感染状況
(感染者数)

・感染者数は低位で推
移又は徐々に増加

・感染者が急速に
増加

・医療の負荷を増大させるような数の感染
者が発生

・想定を超える膨大な感染者が発生

指 標
オミクロン株の特性を踏まえた重症者用病床使用率、病床使用率、新規陽性者数(7日間平均) 等
※ レベルの移行に際しては、数値だけでなくその動向なども含めて考慮する

新レベル分類における事象・指標と主な対応例 ①

※ 令和4年12月1日現在は「感染拡大初期」（レベル２）とする



分 類
感染小康期

（レベル１）
感染拡大初期
（レベル２）

医療負荷増大期
（レベル３）

医療機能不全期
（レベル４）

主
な
対
応
例

保健・医
療提供体
制

●発熱外来の強化

●病床、宿泊療養施設の
確保レベルの引き上げ

●感染拡大時の受療行動
の周知

●確保病床等の適切な運用

●重症化リスクに応じた受療行動の徹底

感染状況や社会経済
活動の状況等を踏ま
えて検討

ワクチン
接種

●オミクロン株
対応ワクチン
の早期接種

●オミクロン株対応ワク
チンの接種促進

●オミクロン株対応ワクチンの接種促進

感染防止
対策

●基本的な感染
対策の周知

●感染対策の徹底と感染
リスクを出来るだけ避
けるよう呼びかけ

●学校、高齢者施設等に
おける感染対策の徹底

●感染防止対策を
徹底し、慎重に
行動するよう呼
びかけ

●外出等は必要なものに限る
よう要請(§24Ⅸ)

社会経済
活動の維
持

●テレワークの更
なる活用

●テレワークの一層の推進

医療ひっ迫防止対策強化宣言相当

医療非常事態宣言相当
医
療
ひ
っ
迫
が
視
野
に
入
っ
た
段
階
で
右
記
対
策
実
施

医
療
負
荷
増
大
期
が
視
野
に
入
っ
た
段
階
で
右
記
の
対
策
を
実
施

新レベル分類における事象・指標と主な対応例 ②

※ 各段階における具体的な対応については、専門家の意見等も踏まえ決定


